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全国市民オンブズマン連絡会議の全国市民オンブズマン連絡会議の
原発への取り組み原発への取り組み

自治体電力購入調査自治体電力購入調査

①自治体電力購入状況①自治体電力購入状況

②環境配慮契約調査②環境配慮契約調査

情報公開情報公開

③安全性・経済性③安全性・経済性

④「原子力ムラ」④「原子力ムラ」 金の流れ金の流れ

⑤地元財政への影響⑤地元財政への影響

⑥立地自治体情報公開条例・政治倫理条例⑥立地自治体情報公開条例・政治倫理条例



なぜ自治体の電力購入をなぜ自治体の電力購入を
調査したか調査したか

 １，原子力発電→中央集権１，原子力発電→中央集権
自然エネルギー→地方・市民主体自然エネルギー→地方・市民主体

→エネルギー選択が自治体の課題に→エネルギー選択が自治体の課題に

 ２，２００５年電気事業法改正２，２００５年電気事業法改正
自治体等も使用電力選択できる余地が拡大自治体等も使用電力選択できる余地が拡大
・１０電力会社だけでなく・１０電力会社だけでなく特定規模電気事業者特定規模電気事業者
（（PPSPPS）からも購入が可能に）からも購入が可能に



調査の狙い調査の狙い

自治体のエネルギー購入先の調査によって自治体のエネルギー購入先の調査によって

わかることわかること
・エネルギー自由化への自治体の姿勢・エネルギー自由化への自治体の姿勢

・自然エネルギーの導入に対する・自然エネルギーの導入に対する姿勢姿勢
（（PPSPPSの中には自然エネルギー発電業者も）の中には自然エネルギー発電業者も）

・エネルギー自由化への課題・エネルギー自由化への課題

自治体からエネルギー政策の転換自治体からエネルギー政策の転換をを



①自治体電力購入状況調査①自治体電力購入状況調査

 調査調査方法方法 ４７都道府県、１９政令市、４１中４７都道府県、１９政令市、４１中
核市核市にアンケート→全自治体から回答ありにアンケート→全自治体から回答あり

 調査内容調査内容

１）平成２２年度購入電気総額１）平成２２年度購入電気総額

２）入札金額、落札金額・業者名２）入札金額、落札金額・業者名

３）随意契約金額３）随意契約金額

４）環境配慮契約の有無４）環境配慮契約の有無

５）グリーン電力証書購入状況５）グリーン電力証書購入状況



１）平成２２年度購入電気総額１）平成２２年度購入電気総額

 今回の調査まで、多くの自治体では今回の調査まで、多くの自治体では
電力購入総額すら把握していなかった！電力購入総額すら把握していなかった！

→エネルギー転換のコスト計算が出来ない→エネルギー転換のコスト計算が出来ない

「自然エネルギーを導入したら●●円「自然エネルギーを導入したら●●円

市民の負担が増える」ことの当否を問う前提市民の負担が増える」ことの当否を問う前提

電力購入額の情報公開を電力購入額の情報公開を

４４都道府県＋１９政令市＋４１中核市４４都道府県＋１９政令市＋４１中核市

H22H22年間電力購入額年間電力購入額２９６１億円２９６１億円

（特別高圧・高圧（特別高圧・高圧 全体の全体の44％）％）



0% 20% 40% 60% 80% 100%

43都道府県

１９政令市

４１中核市

PPS落札額

PPS随意契約額

１０電力から購入

自由化の程度（金額ベース）自由化の程度（金額ベース）

6.06.0％％

15.015.0％％

2.22.2％％
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４3都道府県

１９政令市

41中核市

入札額 PPSとの随意契約額 電力会社との随意契約額

２）２）1010電力会社との随意契約割合電力会社との随意契約割合

85.885.8％％

70.870.8％％

95.795.7％％



３）入札の際の３）入札の際のPPSPPS落札割合落札割合

0% 20% 40% 60% 80% 100%

４７都道府県

１９政令市

４１中核市

PPS落札額 電力会社落札額



４）入札による低減率４）入札による低減率
（落札額合計（落札額合計÷÷1010電力会社の入札価格合計）電力会社の入札価格合計）
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都道府県

政令市

中核市

入札 差額

97.6％

96.4％

94.6％ １６．７億円削減

億円億円



PPSPPSのほうが安いのか？のほうが安いのか？

福岡市の例福岡市の例

九州電力と九州電力とPPSPPSで見積もり合わせで見積もり合わせ

PPSPPS 合計合計 11.811.8億億
九州電力合計九州電力合計 13.413.4億億

1.61.6億安い（億安い（8888％）％）

安くて放射性廃棄物を出さない安くて放射性廃棄物を出さない



５）環境配慮契約５）環境配慮契約

PPSPPSはは 独自発電所所有独自発電所所有

＋企業自家発電から購入＋企業自家発電から購入

→気になる→気になるCO2CO2
環境配慮契約を結び環境配慮契約を結びCO2CO2排出基準を策定排出基準を策定

１５都府県、７政令市、４中核市１５都府県、７政令市、４中核市

→→放射性廃棄物排出基準はどこもなし放射性廃棄物排出基準はどこもなし



川崎市環境配慮基準川崎市環境配慮基準
電気事業者評価（平成２３年度）電気事業者評価（平成２３年度）

 東京電力東京電力 AA
 丸紅丸紅 BB
 イーレックスイーレックス BB
 エネットエネット BB
 ダイヤモンドパワーダイヤモンドパワー BB
 FF--PowerPower BB
（（CC以下は失格）以下は失格）

（平成２２年１１月評価）（平成２２年１１月評価）
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66）なぜ自治体は）なぜ自治体はPPSPPSからのからの

購入割合が小さいのか購入割合が小さいのか

①①自治体の意識自治体の意識

②②電力自由化を阻む要因電力自由化を阻む要因
・購入先がない（徳島県）・購入先がない（徳島県）

・・PPSPPSの電線使用料の高額化の懸念の電線使用料の高額化の懸念

（大分市（大分市））

→→発送電分離の必要性発送電分離の必要性



66）なぜ自治体は）なぜ自治体はPPSPPSからのからの

購入割合が小さいのか購入割合が小さいのか

③③地域独占の一般電気事業者への配慮地域独占の一般電気事業者への配慮

（大分市・宮崎県）（大分市・宮崎県）

政治勢力としての電力会社政治勢力としての電力会社

（やらせメール事件なども）（やらせメール事件なども）

→情報公開と市民による監視・働きかけ→情報公開と市民による監視・働きかけ



７）まとめ７）まとめ

発送電分離（電力自由化）しても、電力発送電分離（電力自由化）しても、電力
会社と随意契約していては変わらない会社と随意契約していては変わらない

→自治体からエネルギー選択を→自治体からエネルギー選択を

環境配慮契約に、放射性廃棄物基準を環境配慮契約に、放射性廃棄物基準を



市民に何ができるか市民に何ができるか

①自治体に対して①自治体に対して

・エネルギー選択権を行使させる・エネルギー選択権を行使させる

・情報公開の徹底、政治倫理条例の制定・情報公開の徹底、政治倫理条例の制定

②国に対して②国に対して

・・電力会社を情報公開法の実施機関に電力会社を情報公開法の実施機関に

・原発立地交付金等の廃止・原発立地交付金等の廃止

③原子力ムラ解消のために③原子力ムラ解消のために

・政官学業・政官学業 間の人・カネの流れの監視間の人・カネの流れの監視



市民が地域から市民が地域から
エネルギーを選択できる社会をエネルギーを選択できる社会を


